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事業事前評価表 

１．対象事業名 
ベトナム社会主義共和国：ドンナイ／バリア･ブンタウ省上水道整備事業（Ⅱ） 
（貸付契約調印日：2004年 3月 31日、承諾金額：3,308百万円 
借入人：ベトナム社会主義共和国政府） 
２．本行が支援することの必要性・妥当性 
ベトナムではドイモイ政策導入後に急激な経済発展を遂げ、近年の GDP成長

率は 6～7％となっており、数多くの工場が建設されるとともに、都市人口も急
増している。 

 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 
実質 GDP成長率 5.8％ 4.8％ 6.8％ 6.9％ 7.0％ 

（ベトナム政府発表） 
ベトナム南部では工業団地開発が進み、また経済活動の発展による都市への人

口流入も増えていることから、工業用水及び安全な生活用水を確保することが重
要である。こうした中、特にホーチミン市を中心とする工業用水や生活用水の急
増する需要に対応することが喫緊の課題となっている。 
ベトナム南部に位置しホーチミン市に隣接するドンナイ省及びバリア･ブンタ
ウ省では、海外からの直接投資に伴う経済発展により労働者人口が増加し都市化
が進んでいる｡ベトナム政府は、同地域での工業団地建設を進める他、両省を縦断
する幹線道路等（国道 51 号線）の拡幅整備を実施するなど、海外からの直接投
資を一層促進するための投資環境整備、増加する都市人口に対応するための生活
環境整備を進めている。 
一方､上水道については､他のインフラに比べ整備が遅れている。現在ドンナイ
省では給水能力が 25,000t/日、バリア・ブンタウ省では給水能力が 50,000t/日程
度である。今後ドンナイ省では主に工業団地の建設とそれに伴う人口増加により
約 110,000t/日、バリア・ブンタウ省では主に都市化の進行に伴う人口増加により
約 100,000t/日の需要増が見込まれており、この急増する需要に対応するために
本事業は必要である。    
３．事業の目的等 
本事業は、ドンナイ省及びバリア・ブンタウ省の生活・工業用水の需要に対応
するため、両省において上水道施設を建設することにより、住民の生活環境の改
善及び海外投資を含む工業開発の促進等をめざすもの。 
４．事業の内容 

(1) 対象地域名 
ベトナム社会主義共和国（ドンナイ省及びバリア・ブンタウ省） 

(2) 事業概要 
ドンナイ省ノンチャック地域の９つの工業団地への工業用水及びその周辺の
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住宅地向けの生活用水、並びにバリア・ブンタウ省において人口が近年急増して
いるブンタウ地域の新市街地への生活用水を供給するため、上水道施設（取水施
設、ポンプ場、導送配水管、浄水場）を建設するもの。なお、両省における本事
業の上水道システムはそれぞれ独立したものとなっている。 
(3) 総事業費 

11,064百万円 
うち円借款対象額第Ⅰ期借款 5,771百万円（L/A調印 1998年 3月） 

第Ⅱ期借款（今回）3,308百万円 
(4) スケジュール 

2004年 4月～2008年 11月（予定） 
(5) 実施体制 
ドンナイ省の事業：ドンナイ省人民委員会 
バリア・ブンタウ省の事業：バリア・ブンタウ省人民委員会 

(6) 環境及び社会面の配慮 
①カテゴリ分類 
本事業の内容は上水道整備事業であり、「環境配慮のための OECF ガイドラ

イン（第二版）」（95年 8月制定）上、B種に該当する（なお、「環境社会配慮
確認のための国際協力銀行ガイドライン」（2002年 4月制定）においては、影
響を及ぼしやすい特性（非自発的大規模住民移転）を伴うため、カテゴリ Aに
該当する。） 
②環境許認可 
環境影響評価報告書（EIA）については、1998年にベトナム政府の承認取得
済み。 
③汚染対策 
工事中、所要の環境保全対策がとられる。 

④自然環境面  
本事業は国道51号線（ビエンホア～ブンタウ）の路肩部へのパイプラインの
埋設工事が主体であり、自然環境への悪影響は特段懸念されない。また、本事
業においては、既存のダデンダムから取水される予定であるが、同ダム建設に
伴う環境影響については、すでにベトナム国内法に基づくEIAが作成され、必
要な検討が実施されている。 
⑤社会環境面 
住民移転に関しては、ドンナイ省において 200世帯を見込んでおり、用地取
得等の影響を受ける世帯を含めると 1,090 世帯となる。ドンナイ省人民委員会
に住民移転委員会が設立されており、住民移転関連手続きを実施している。こ
れまで事業の影響を受ける住民への事業告知、公聴会を行っている。今後 2004
年 12月までに移転が完了する予定である。移転先は概ね住民の現在の居住地と
同一コミューン内に確保される見通しである。 
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移転実施に至る手続き・実施体制、補償に係る方針、移転先整備に係る方針
等に基づき公聴会が実施されており、それによれば、本事業実施について反対
をしている住民は確認されておらず、住民移転実施に際して特段の問題は予見
されない。 
バリア・ブンタウ省では住民移転は生じないが、244 世帯の用地取得が見込
まれており、今後、用地取得手続きが実施される。 
⑥その他 モニタリング 
工事中の環境配慮、水質、住民移転についてモニタリングを実施。 

(7) その他特記事項 
特段なし。 
５．成果の目標 
(1) 評価指標（運用・効果指標） 

 (a)ドンナイ省 
 単位  

2000年 
目標値 2010年 

（運用開始 4年後） 
給水量 m3／日 0 100,000 
給水人口 人 0 98,000 
施設利用率 ％ ― 100 
無収率 ％ ― 16 

        水道普及率 ％ 0 96 
一人あたり生活給水量 L／日 135 150 

 
(b)バリア・ブンタウ省 
 単位  

2000年 
目標値 2010年 

(運用開始 4年後) 
給水量 m3／日 0 50,000 
給水人口 人 0 141,000 
施設利用率 ％ ― 100 
無収率 ％ ― 20 

        水道普及率 ％ 62 94 
一人あたり生活給水量 Ｌ／日 138 144 

 
(2) 内部収益率 

(a) ドンナイ省 
    財務的内部収益率（FIRR）：6.4％ 
収入：水道料金 
支出：建設費、維持管理費等 
プロジェクトサイクル：40年 
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(b) バリア・ブンタウ省 
財務的内部収益率（FIRR）:6.2％ 
収入：水道料金 
支出：建設費、運営維持管理費等 
プロジェクトサイクル：40年 

６．外部要因リスク 
(1) 天候の異常及び自然災害等 
(2) 経済・財政事情の悪化等の要因と事業進捗への悪影響 
７．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

過去の同種の案件の評価結果から、新旧の水道システムが連結する事業を実施
する場合は、既存配水管と新規配水管の連結の整合性確保が重要であるとの教訓
を得ている。バリア・ブンタウ省の事業については、コンサルティングサービス
の詳細設計において連結の整合性確保が図られている。 
８．今後の評価計画 
(1) 今後の評価に用いる指標 

(a) 給水量（m3／日） 
(b) 給水人口（人） 
(c) 施設利用率（％） 
(d) 無収率（％） 
(e) 水道普及率（％） 
(f) 一人あたり生活給水量（Ｌ／日） 
(g) 財務的内部収益率（％） 

 
(2) 今後の評価のタイミング 
事業終了後 

 


	④自然環境面

